
不動産を取得又は処分する時の価格を評定する審議会が円滑に活動すること

不動産評価審議会のより効果的・効率的な運営に努める

今後の
方向性

行政資源を有効に活用する行財政運営
自律協働都市

施
策
の
大
綱

総務部資産活用課

事業： 公共用地取得事業 1199

04

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

03第5章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

A

不動産評価審議会の開催と審議により、適正価格の算定に資することが
できたA

不動産評価審議会の開催と審議により、適正価格の算定に資することが
できた

A
A

A

目

標

適正な不動産評価により、公共用地を取得、処分する

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

4,177

92

0.50

0.10

92

0

0

0

一人あたり

世帯あたり 88

38

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

98

98

0

0

0

1,080

0.10

0.10

23

10

-6

-6

0

0

0

3,097

0.40

0.00

65

28

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

A

A
A

B

人件費

公債費

内
訳

4,085

0

事業費（決算額） 92

982

0

98

3,103

0

-6 (千円)

 (千円)

 (千円)
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